医療の効率化施策に対する病院の反応に関する研究 by 加藤 尚子
医療の効率化施策に対する病院の反応に関する研究
著者 加藤 尚子
発行年 2015
学位授与大学 筑波大学 (University of Tsukuba) 
学位授与年度 2014
報告番号 12102甲第7188号 
URL http://hdl.handle.net/2241/00125726
-１ 
 
氏名（本籍）       EA 加藤 尚子   
A学 位 の 種 類       EA 博士（ヒューマン・ケア科学） 
A学 位 記 番 号       EA 博甲第   7188    号 
A学位授与年月       EA 平成 27 年 2 月 28 日 
A学位授与の要件       EA 学位規則第４条第１項該当 
A審 査 研 究 科       EA 人間総合科学研究科 
A学位論文題目       EA 医療の効率化施策に対する病院の反応に関する研究 
 
A主 査       EA     筑波大学教授 医学博士    田宮菜奈子 
A副 査       EA   筑波大学准教授 博士（保健学） 橋爪 祐美 
A副 査       EA   筑波大学准教授 Ph.D.     近藤 正英 
A副 査       EA   筑波大学教授 医学博士    大原 信 
 
 
論文の内容の要旨 
（目的） 
高齢化等に伴い医療費は増大の一途を辿っており、良質な医療を安定して提供するためには、医療
の効率的な提供が重要課題となっている。効率化を図るうえでは、医療費が最も多く使われている病
院での取り組みが重要であり、有効な医療の効率化施策を打ち出すためには、施策に対する病院の反
応を検討する必要がある。本研究では、医療の効率化施策に対する病院の反応を見るために、所有形
態に着目して長期的に病院の変化を分析した。 
（対象と方法） 
研究 1においては、医療の効率化施策と在院日数の変化との関連性を検討した。在院日数の年次推
移が所有形態ごとに異なるとすれば、それは施策への反応が所有形態ごとに異なるからであるという
仮説を立てた。分析方法としては、まず、政府統計のデータを用いて所有形態のタイプごとの在院日
数の 1971 年から 2008 年までの年次推移を分析した。次に、一連の施策が特定の所有形態にのみ向
けられたものではないことを確認するために、在院日数短縮に関連する施策の基本史料を分析した。
そして最後に、これらの量的分析と歴史的分析の結果に基づいて、医療の効率化施策と在院日数の年
次推移との関連性を検討した。 
研究 1の分析結果からは、公的病院群よりも私的病院群の方が在院日数の変動が著しく、その変動
は機能分化施策に反応したものであることが示唆された。そこで研究 2では私的病院に着目し、機能
分化施策と病院形態の変化との関連性を検証することにした。個別の病院の実態を把握するために、
1998年に実施した福岡県私設病院調査の繰り返し調査を 2012年に行った。 
（結果） 
研究 1の分析の結果、所有形態ごとの在院日数の年次推移は異なる変遷を辿っていることが明らか
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になった。クラスタ分析では、公的病院群と私的病院群、さらに、国立病院の三つのクラスタに分け
た。ジョインポイント分析の結果から、三つのクラスタはそれぞれ特徴的な年次推移の変極点と変化
率を示した。 
医療の効率化施策の歴史的分析の結果からは、一連の国立病院再編計画と直近の医療法人制度改革
を例外として、特定の所有形態に向けられた施策は見出せなかった。これらの施策以外は、すべての
所有形態の病院が同じ施策に反応し得る状況であることが明らかになった。 
医療の効率化施策における二つの主題、機能分化と在院日数短縮化に関して、在院日数の年次推移
の量的分析の結果を当てはめてみると、公的クラスタよりも私的クラスタの病院の方が、機能分化に
関わる施策により強く反応してきたことがわかった。 
研究 2の質問紙調査の結果、1998年から 2012年までの病院形態の変遷を辿ると、24.4%の病院で
形態が変化していた。しかし、対象施設全体の形態の割合には大きな変化は見られず、機能分化施策
に敏感に反応したとは言い難い結果になった。形態が変化しなかった病院が多数であり、そのうちの
半数が自らをケアミックス型と位置付けていた。 
（考察） 
医療の効率化施策に対する病院の反応は、私的病院と公的病院とできわめて異なっており、私的病
院の方が施策により強く反応する傾向が認められた。しかしながら、必ずしも施策の意図している通
りの行動を取っているわけではない可能性が示唆された。 
私的病院は施策によって与えられたインセンティブの下で「利潤極大化」を目的として、急性期ケ
アに進むか慢性期ケアに進むかを慎重に選択してきたと考えられる。その結果として私的病院の多く
が、1970年代までの医療供給拡大施策に反応したことから社会的入院を発生させ、1980年代以降の
機能分化施策においても長期ケアの選択をして療養病床を増やし、高齢長期入院患者を多く抱える事
態を引き起こしている。私的病院におけるケアミックス型病院の存在および社会的入院という現象の
中に、病院医療の非効率性を指摘することができる。私的病院が医療の効率化施策に反応した結果と
して、医療提供制度全体に非効率を高める事態となっていると考える。 
本研究は、施策に対する病院の反応を検討する視点として所有形態に着目した点に特徴があり、多
様な病院を分析するうえで所有形態という区分が有効であることを明らかにした。医療の効率化の推
進のためには、所有形態の多様性、公的病院と私的病院とで反応が異なるなどの特性を想定したうえ
で、病院の目的と行動の多様性を踏まえた施策設計が求められる。 
 
審査の結果の要旨 
（批評） 
加藤氏は、保健医療政策のなかの最重要課題のひとつである病院医療の効率化施策に関して、オリ
ジナリティのある歴史的な視点と、経済学における病院行動論の理論基盤からアプローチし、病院の
所有形態の公私の別によって、施策への反応が異なることを明らかにし、私的病院が必ずしも施策の
意図にしたがった反応をしないことを示した。医療経済学への実証的な知見としての貢献と、現実の
政策立案へ保健医療政策的含意を兼ね備えた研究成果と挙げたと認められる。各種の医療政策への反
応を丁寧に分析し、今後の医療政策に資する研究として評価できる。 
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平成 26年 12月 12日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明
を求め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判
定した。よって、著者は博士（ヒューマン・ケア科学）の学位を受けるのに十分な資格を有するもの
と認める。 
